
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
◆相続法の改正の具体的な中身は 3 つ 

相続の争いは増加の一途です。そんな中、

40年ぶりに相続法が大改正されました。 

改正にはさまざまな内容がありますが、①

遺言書作成の簡易化、②遺留分権利の制限、

③配偶者等の保護、という 3つの視点で見て

いくことが分かりやすいです。 

これらは、一般のご家庭の相続だけでな

く、中小企業の事業承継にも大きな影響を与

える改正です。 

◆「母ちゃんは大事にしないといけない

よ！」～配偶者等の保護 

円満相続の答えの 1つめ、遺言書作成につ

いては 7月号の事務所報にまとめました。ま

た、2つめの遺留分改正は 11月号の事務所報

をご参照ください。 

今回は「母ちゃんは大事にしないといけな

いよ！」と題して、3つめの配偶者等の保護が

テーマです。相続法改正の目玉でもあり、皆

さんの興味関心が大きい部分だと思います。 

配偶者等の保護については、「特別寄与

料」「持戻し免除の意思表示の推定」「配偶

者短期居住権」「配偶者居住権」と 4つもあ

ります。本号では、前半として「特別寄与

料」「持戻し免除の意思表示の推定」の 2つ

を俎上に載せます。 

 

 
◆「長男の嫁」が苦しんだ不公平 

 以前の相続法では、相続人以外の親族が、被

相続人の療養看護等を行っても、相続に際して

金銭の支払いを請求することはできませんで

した。 
 長年介護を担った「長男の嫁」がこの理不尽

を受けることが多かったので、しばしば「長男

の嫁」問題といわれる不公平です。 
 もちろん、相続人である長男が存命であれば、

「長男の嫁」の介護の寄与分を長男の相続に加

算することができました。 
 ところが、長男が既に亡くなっていた場合は、

亡き「長男の嫁」が、いくら被相続人の介護に

尽くしても、相続財産を取得することは一切で

きませんでした。 
 他の相続人らは、介護を全く行っていなかっ

たとしても相続財産を取得することができる

一方で、亡き「長男の嫁」は、相続人ではない

ことから、相続財産の分配にあずかれなかった

のです。 
◆「特別寄与料」のメリット 
「長男の嫁」問題の不公平を解消するため、

改正相続法では、相続人以外の親族も「特別寄

与料」を請求できることになりました。 
亡き「長男の嫁」も、被相続人の介護に尽力

した自分自身の権利として、「特別寄与料」請求

権を有することとなったのです。 
◆実務上の注意点 
とはいえ、実務上は、「特別寄与料」の請求を

するハードルは高いものがあります。 
まずは、証明の問題です。「無償で療養看護そ

の他の労務の提供をしたことにより被相続人

の財産の維持又は増加について特別の寄与を

した」ことを、証拠に基づいて証明する必要が

あります。 

家族で争いたくなければ、相続法の改正

を知ろう！ 

「長男の嫁」問題の解決のため 
～「特別寄与料の創設」 
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いざ請求しようという時になって、過去の証

拠を集めるのは困難です。介護に従事している

場合は、常日ごろから介護日誌や領収証などの

証拠を残す習慣にしておくことが大切です。 
さらに、請求期間も極めて短いです。「特別寄

与料」を請求するためには、相続を知ったとき

から半年以内に、家庭裁判所に申立をする必要

があります。 
特別寄与料はバラ色の解決策のように見え

ますが、証明と請求期間の点は注意が必要です。 
 

 
◆配偶者への生前贈与が無意味に 
 以前の相続法では、生前贈与等を行ったとし

ても、原則として遺産の先渡しとして相続財産

に持戻す取扱いでした。そのため、配偶者が最

終的に取得する財産額は、結果的に生前贈与等

がなかった場合と同じになりました。 
 例えば、妻と子 1 人のみが相続人で、相続財

産として預貯金 2000 万円を残して夫が死亡し

た場合を考えてみます。なお、夫は、生前、2000
万円の居住用不動産を妻に贈与していました。 

この場合、生前贈与分も相続財産として持戻

されるので、相続財産は 4000 万円とみなされ

ます。妻と子の法定相続分は二分の一ずつです

ので、取り分は 2000 万円ずつとなります。 
既に妻は 2000 万円の居住用不動産を生前贈

与されているので、預貯金は全て子に相続され

てしまいます。 
 夫としては、長年連れ添った妻に報いるため、

居住用不動産を生前贈与して、預貯金を妻子で

分けさせる考えだったとしても、生前贈与の持

戻しにより無意味になる可能性がありました。 
 もちろん、夫が「持戻し免除の意思表示」を

明確にしておけば良いのですが、そこまで手当

てして生前贈与する方は少ないでしょう。 
 
◆「持戻し免除の意思表示の推定」のメリット 

上記の不都合を回避するため、改正相続法で

は、居住用不動産を婚姻期間 20 年以上の夫婦

に生前贈与等がされた場合には、相続財産に含

めない旨の意思表示をしたものと推定される

こととなりました。 
つまり、「持戻し免除の意思表示」が明確にさ

れていなくても、それがあったものと推定する

ことにしたのです。 
 これにより、原則として、生前贈与された居

住用不動産は相続時においても配偶者が確保

することができ、さらに相続分を有することに

なりました。生前贈与等がなかったとした場合

に比べ、配偶者はこれまでより最終的に多くの

財産を取得できることとなります。 
先ほどの例でいえば、妻は 2000 万円の居住

用不動産を確保したうえで、さらに預貯金 2000
万円の二分の一を取得できるので、その保護が

図られることとなりました。 
◆実務上の注意点 
本改正は、相続税法の贈与税の配偶者控除と

平仄を合わせる制度ですが、いくつか相違点が

あります。 
たとえば、20 年以上の夫婦である点と対象が

居住用不動産である点は同じですが、一方、税

法では贈与の場合に限り 2000 万円の控除枠が

あるのに対して、本改正では金額の多寡に制限

はありません。また、税法では居住用不動産を

取得するための金銭も対象となるのに対して、

本改正では金銭の贈与は対象にはなりません。 
税法と改正相続法の両者を併用することが

多いと考えられますが、両者の相違点には注意

が必要です。 
 

～当事務所よりひと言～ 

当事務所の弁護士が、ＮＡＣＳ（公益社団法

人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタン

ト・相談員協会）にて、「改正相続法」の研修講

師を務めます。 

ＮＡＣＳ会員以外の方も参加でき、参加費は

無料です。事務所報では語り尽くせない内容も

ありますので、ぜひご活用いただけたらと思い

ます。 

【日時】12 月 21 日（土） 13:30～15:00 

【場所】伏見ライフプラザ 10F 研修室 

【講師】井上洋一 弁護士（愛三西尾法律事務

所代表） 

【申込先】 farinelli0124@gmail.com （北川

研修委員長迄 折り返し返信いたします） 

長年連れ添った配偶者に報いるため

～「持戻し免除の意思表示の推定」 


